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（3） 年金総額   

ア 平成18年度末の状況  

平成18年度末の年金総叡（受給権者の年金額の総額）は、厚生年金25兆6，032  

億円、国共済1兆7，634億円、地共済4兆5，785億円、私学共済2，888億円、国  

民年金16兆1，000億円（新法基礎年金と旧法国民年金）であった（図表2－3－10）。  

国民年金の16兆1，000億円には、旧法被用者年金の基礎年金相当分（旧法年金の   

いわゆる1階部分）は含まれない。公的年金制度全体で48兆3，339億円である。  

図表2－310 年金種別別にみた年金総額  叫、平成18年度末一  

区分   
厚牛半金l国共済 地共済 私′羊共済  被川者年   国民年金 新法基礎隼企と  

金制度計  
‖法圧1亡イト令   

受給権者   佑Ir」  億＝   億「1」  億「1J   億「T］   信一l］   低ト1j   

25（う，032 17，63ノ′1 45，785  2，888  322，340  161，000  483，：う39  

1日2，849 13，351 36，137 1，911  2：う4，249  140，′199  こう7／1，748  

22，903  291  706  573  24，476   3，054  27，530   

障ノ「を拍二金   1，こう11   188  575  21   5，098  15，045  20，14：弓   

遺族板金   45，970  3，795  8，367  380  58，511   2，401  60，912   

構成比   （冥）   （ ）   （％  （舛，   ％   ％   ％   

計   100．0  100．0  100．0  100．0   100．0   100．0  100．0  

71．4   75．7   78．9   66．2   72．7   87．3  77．5  

8．9  1．7  1．5  19．8   7．6   1．9   5．7   

障害年金   1．7  1．1   1．3  0．8   1．6   9．3   1．2   

遺族年金   18．0   21．5  18．3  1：う．2   18．2   l．5  12．6   

受給者   佑†lj   憶「1］  億「T］  倍「リ   億H   億円   億円   

21ご，9：ミ2 17，200 44，′1・57  2，588  307，178  158，168  465，346  

17∫′l，2∠壬9 1ニi，056 ニう5，312 1，650  224，29～ヲ  139，706  361，004  

2l，277  283  680  5ニう8  22，779   3，044  25，823   

障ノ．室ド「金   ご，976   127  360  21   3，483  14，139  17，622   

遺族年金   4′′′1，131 3，727  8，075  379  56，612   1，278  57，890   

構成比   ％  （ 
）  ，   （舛，   （施   十、   （施   

．汁   100．0  100．0 100．O 100．0   100．0   100．0  100．0  

7】．7   75．9   79，5   6：う．8   73．0   88．3  78．2  

8．8  1．6  1．5   2〔）．8   7．4   1．9   5．5   

障‘青年金   1．2  0．7  0．8  0．8   1．1   8．9   3．8   

遺族年金   18∴う   21．7  18．2  14．7   18．4   0．8  12．4   

注 国共済〃）「計」には、船員給付及び公務災害給付が含まれている 

これを全額支給停止されている年金を外した受給者ベースでみると46兆5，346  

億r1となる。受給者ベースの年金総額は、一部が支給されている年金については、  
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第2章◆財政状況   

停止前の年金額を足し合わせたものである。したがって、受給者ベースの年金総   

額であっても、そのすべてが支給されているわけではない。以下では、特に断ら   

ない限り、年金総額は受給権者ベースのものとする。  

年金種別の割合をみると、各制度とも老齢・退年相当が70～80％台を占める。   

ただし私学共済は66．2％と他制度に比べて小さく、代わりに通老・通退相当が  

19．8％と他制度に比べて大きくなっている。また1被用者年金にあっては、概ね、   

遺族年金が18～21％（私学共済のみ13．2％）、障害年金は2％未満であるのに対   

し、国民年金は遺族年金が1．5％と小さく、障害年金は9．3％となっている。  

なお、この傾向は、受給者ベースでみても特に変わりはない。   

イ 推移  

年金総額の推移をみると（図表2－3－11）、国共済で平成13年度、16年度に減少   

となったものの、総じて増加傾向が続いている。平成18年度は、厚生年金が1．0％   

増、国共済が0．1％増、地共済が0．7％増、私学共済が3．0％増であった。  

また、国民年金（新法基礎年金と旧法国民年金）の年金総額は、平成18年度で、   

対前年度4．9％増であった。   

（老齢・退年相当）  

老齢・退年相当についてみると、平成18年度の対前年度増減率は、厚生年金   

0．8％増、国共済0．6％減、地共済0．2％増、私学共済3．4％増、国民年金5．6％増   

となっており、国共済で緩やかな減少傾向が、他制度では増加傾向が続いている。   

（遺族年金）   

遺族年金の年金総額は平成18年度の対前年度増減率でみると、厚生年金2．7％   

増、国共済2．2％増、地共済2．7％増、私学共済3．9％増となっている。平成8年   

度以降でみると、被用者年金では、遺族年金が老齢・退年相当よりも総じて高い   

率で増加している。   

（年金種別別構成割合）   

受給権者の年金総額の年金種別別構成割合の推移をみると（図表2－3－12）、厚   

生年金、国共済、地共済については、総じて、老齢・退年相当の割合が減る一方   

で遺族年金の割合が増えているのに対し、私学共済と国民年金では老齢・退年相   

当の割合が増えている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－3－11年金種別別にみた年金総額の推移 一受給権者ベース〟  

厚′卜隼企   回り、済   地代済  
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図表2－3－12 年金総額の年金種別別構成割合の推移 一受給権者ベース  

厚生年金  l軒持済  地共済  

牛皮来  芭齢・退職年金  老齢・退職咋金  老齢・退職隼金  
計  

退年二木11、■1   退咋≠、L1   退隼拙、」1   

、ト成   （宮）  一宮，  t粥－  （宮）  （宮）  t〆，  〔拓  （冥，  ｛％，  〔冥）  ％  －沌  γ）  ％〕  （れ   

7  100．0    73．1    8．9    2．1  15．8      100．O   H：う，0  1．1  1．1  14．8      100，0   8∠1．】  1．6  1．3   12，9   

8  100．0   72．9    9．0    2．1   ユ6．0      100．0    82．3  l．1  l．1   15．4      100．0   83．5    1．6    1．こう   13．5   

9  ユ00．0   72．9    9．0    2．0   16．l      100．0   81．6  l．2  1．1  16．1      100．0   83．0   1．6  1．3   14．1   

10  100．0   72．8    9．0  1．9   16．2      100．O   RO．9  1．2    1．0   16．8      100，0   82．5  1．6  1∴i  14．6   

100．0   72．5    9．1  1．9   16．5      100．（）   80．1  1．3    1．0   17．6      100．0   82．O  l．6    1．2   15．2   

12  100．0   72．5    9．1  1．8   16．6      100．0   79．4  1．3  LO   18．2      100．0   別．5    1．6  1．2   15．7   

100．0   72．1    9．2  1．8   16．9      100．0   78．7  1．3  1．O   IH．9      100．0   81．0  1．6  】，2   16．2   

14  100．0   72．1    9．2  1．8   i7．0      IOO．0    78．I  l．4  1．O   19．4      10〔）．0   80．6    1．6  】．2   16．6   

15  100．0   72．2    9．1  1．7   17．0      100．0   77．6  l．5  1．1  19．8      100．0   80．3  1，6  1．2   16．9   

16  100．0   71．7    9．2  1．7   17．4      100．0   76，9    1．5  1．1   20．5      100，0   79．7  1．6   1．2   17．5   

17  100．0   71．5    9．1  1．7   17．7      100．0    76，2  1．6  1．1   21，1      100．0   79．3  1．6  1．2   17．9   

18  100．0    71．4    Fi．9  1．7   18．0      100．0    75．7  1．7  1．1   21，5      100．0   78．9  1．5    1．3   18．3   

対前年度増減芹  
8   △ 0．2    0．0  △ 0．1   0．2   △ 0．7    0．1 △ 0．0    0．7   △ 0．6  △ 0．0  △ 0．0    0．6   

9   0，0    0．0  △ 0．1   0．0   △ 0．7    0．0  △ 0．0    0．6   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0．5   

10   △ 0．1   0．0  ∧ 0．1   0．2   △ 0．7    0．0  △ 0．0    0．7   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0．6   

△ 0．3    0．0  △ 0．0    0．3   △ 0．8    0．0  △ 0．0    0．8   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0，6   

12   △ 0．1   0．0  △ 0．0    0．1   △ 0．6    0．（）   0．0    0．6   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0．5   

△ 0．3    0．1 △ 0．0    0．3   △ 0．7    0．0    0．0    0，7   △ 0．5    0．0  △ 0．0    0．5   

14   △ 0．0    0．0  △ 0．0    0．1   △ 0．6    0，1  0．0    0．5   △ 0．√1 △ 0．0  △ 0．0    0．4   

15   0．1  △ 0．0  △ 0．1 △ 0．0   △ 0．5    0．1  0．0    0，4   △ 0．3  △ 0．0  △ 0．0    0．3   

16   △ 0．4    0．1 △ 0．0    0．4   △ 0．8    0．1    0，0    0．7   △ 0．5  △ 0．0    0．0    0．5   

17   △ 0．2  △ 0．1 △ 0．0    0．3   △ 0．6    0．1    0．0    0，6   △ 0．5  △ 0．0    0．0    0．5   

】8   ／10．J ∠＼0．2  ∠10．0    0∴i   ∠＼0．5    0．1  0．0    0．5   △ 0．4  △ 0．0    0．0   （）．4   

l耶亡年金＋漸≠灘礎隼企とll怯川代隼金  

老齢・退職什金  

（ガ，  〔〆，  〔施  （′ゾ〕  ナナ  ％  【祐  
100．0   76．6    5．5  

100，0    78．2    5．0  

100．0   7！）．8    4．5  

100．0   ～jl．1    4．0  

100．0   81．9    3．7  

100．0    82，9    3．3  

100．0   83，H    3．0  

100．0   84．7    2．8  

100．0    85．4    2．5  

100．0   86．0    2．3  
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rし】悍′トイ1二金の、ド成1：う年度以前は＝1J畏林イト令を合意千言いりよた、平成抑二度以l〕7√についてもrl】ニ甚済が合去れている  
rl二2ll」共済げ）計」には、糾掴糸r汁十及び公務災′Tl諸r汁十が含まれている  
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第2章◆財政状況  

（4）老齢・退年相当の受給権者   

老齢・退隼相判こついて、′：乏給権者の男女構成、平均年齢、ゝj雄J年金月額などの   

状況をみる。、伽文18隼度未の老齢・退隼相当の受給権音数は、厚牛年金1，198ガ人、   

国民年金2，201力一人（新法老齢基礎年金及び旧法国民隼金の老齢年金受給権者数）、   

共済年金は何共済61力▲人、地ハ済161ノブ▲人、私ノ芋共済9力▲人であった（図表23－13）〔：   

老齢・退隼相当の受給権者にし1iめる女性の割合は、被用者年金では私学共済が最   

も大きくこう9．2％、次いで地共済32．4％，、厚生年鳶31．3（％、国共済16．3（％の順とな   

っている（、国民隼金は57．2％である「）   

平均年齢は、各制度とも7卜74歳程度である。私学共済が70．9歳で最も低く、   

伺民年令が7：う．7歳で最も高くなっている。  

なお、表中、「老齢基礎年金等受給権者数25，198T一人」とあるのは、老齢・退職   

年金の受給権を有する65歳以上の者（ただし老齢基礎年金の繰上げ受給を選択して   

いる65歳末清明堵▲ヰ）fキむし。）ぴ）人数である。これは、老齢基礎咋企受給権音数、I日   

岡民年金法による老齢隼金受給権者▲数、被川音年金の65歳以仁の旧法老齢・退職隼   

金の受給権者数のほか、旧法の通算老齢隼金・通算退職年金の受給権者のうち、そ   

れぞれの隼金を通算すれば、老齢・退年相1tうとなる者の数を推計して加えたもので   

ある。  

図表2－313 老齢・退隼相、1うの受給権音数、、ド均隼齢  半成は隼度末  

「メニ分   ノ【ノ：／仁隼企  国典済   地共済  私乍井済  同比隼金  

璽 和浩扶植隼余しノ  
rFrfム巨1い†・1モ   

受給権音数   「一人  卜人  r一人  丁一人  丁一人   丁一人   
11，（）H∫′′′1  （う：ミ9  1，610  9：う．R  22，007   25，1～）8   

牲トノキミ   R，2二i2  5ニミ5  1，08（j  57，0  

k性   ニう，752  1り‘′1  521  ：う6．7  

女件‘ll川合（一塩）   ：うl∴う  Ih∴う  こう2∴1  ：i†），2  9，4＝）                      12，597                      57．2   
平均隼齢   

ノユ；戻  ノ茂  イブ養  歳  歳   

71．1  7こう，2  7三2．7  70．9  7：う．7   

リ川二   70．7  7二う．0  72．6  70∴う  72．（う   

女什   71．リ  7・′1．0  7ニヱ．〔）  7l．9  7′′1．′1   

往、仁り隼齢は、隼ノな木〝）隼齢（ノ」放をろ一個しないベー ス）を甲御射二、i（均した他に0．5  
をノ肛算したベースぴ）数偵である   

老齢・退職年金受給権者（老齢・退隼相当）の年齢構成割合をみると（図表2－314）、  

国共済と地共済の分布は、厚什隼金と私学共済に比べ、年齢の高い方にシフトして  

いる。  

6ニヨ   



簑2章◆財政状況 

図表2－3－14 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の年齢構成   

一平成18年度末－  ％  
35  

30  

25  

20  

15  

10  

5  

0   

～59   60～64  65～69  70～74  75～79  80～84   85～ 歳   

また、老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の平均年齢の推移をみると（図  

表2づ－15）、各制度とも年々上昇しており、特に女性の伸びが大きい。   

図表2－3－15 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の平均年齢の推移  

注1 惇生年金の平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

注2 平均年齢は、年度末の年齢（月数を考慮しないべ－ス）を単純に  
平均した値に0．5を加算したベースの数値である。  

－ 64 －  

▼‾ て   



第2章◆財政状況  

（平均年金月額）   

平均年金月額汗（老齢基礎年金分を含む）をみると（図表2－3－16）、地共済が最も  

高く22．1万円、次いで国共済20．8万円、私学共済20．6万円、厚生年金16．3万円  

（厚生年金基金代行分も含む）の順となっている。  

注 平均年金月額は受給権者の裁定年金額の平均値であり、在職老齢年金制度による支給停止等を考慮す  

る以前の額である。用語解説「平均年金ノ1額」の項を参照のこと。   

平均年金月額の比較に際しては、  

①共済年金は、厚生年金に比べて、報酬比例部分に係る給付乗率が、いわゆる「職   

域部分に相当する分」高くなっていること  

②平均加入期間が良いと平均年金月額が高くなること  

③女惟は男性に比べ平均年金月額が低いため、女性の受給権者数の割合が大きい   

と男女計でみた平均年金ノ」額が低くなること  

等に留意する必要がある。  

図表2316 老齢・退年相当の平均年金月額  平成18年度末  

国民年金  
区分   け二生年金  国共済  地共済  私学共済   新は尉運隼企と  

州法いこ11U半金   

平均年金月額  llj  「1】  ‥J  llj  lしj  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  162，772  207，965  220，875  206，467     53，202   

男性   188，074  213，634  233，223  228，877     58，490   

女什   107，257 178，949 195，075 171，785     49，252   
女（リJ＝100）   57．0  83．8  8：∃．6  75．1  84．2   

平均加入期間   J】  Jl  ノj  ノj  

計   382  121  416  381  329  

野性   42：う  425  131  ：う92  

女性   292  403  385  こう61   

l）j  リ  繰上・繰下等除く平均年二金片観山  トリ  rlJ  ltJ  

（老齢基礎隼金分を含む）  

計  167，976  221，013  228，570  214，643     57，843  5．8カーH   

○繰Lげ・練卜げ支給を選択L、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額されている者を除く  
○特別支給の老齢・退職句二金について、報酬比例部分の支給開始年齢60歳に達しているものの   

定額部分の支給開始年齢には到達していない者を除く。J  
○ただし、鳳貯午斜こついては、減額支給されたものを除いたサ均年金月蝕である  

拝2  繰上げ・練lごげ支給分を除いた老齢基礎年金の平均年金月額である。  

－ 65   



第2章◆財政状況   

平均年金月額の計算に当たり、  

・繰上げ・繰下げ支給を選択し、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額され  

ている者  

・特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分は受給しているが定額部分   

は支給開始年齢に到達しておらず受給していない者（65歳未満の者に支給され   

る特別支給の老齢・退職年金については、平成13年度から定額部分の支給開始   

年齢の順次引上げ（報酬比例部分は従来どおり60歳支給開始）が始まっている。）  

を除くと、地共済22．9万円、国共済22．1万円、私学共済21．5万円、厚生年金16．8  

万円（厚生年金基金代行分も含む）となる。   

新法老齢基礎年金については、繰上げ・繰下げを除いたものが平均5．8万円とな  

る。なお、繰上げ・繰下げ支給を選択した老齢基礎年金受給権者に係る分も含め、  

さらに旧国民年金法による老齢年金受給権者に係る分も含めると 5．3万円（表中  

「53，202円」）である。  

（女性の平均年金月額 一男女間の差が小さい国共済、地共済－）   

女性の平均年金月額（老齢基礎年金分を含む）をみると（図表2－3－16）、厚生年  

金は10．7万円であり男性（18．8万円）の57．0％とほぼ6割弱の水準であるのに対  

し、国共済は17．9万円であり男性（21．4万円）の83．8％の水準、地共済は19．5万  

円であり男性（23．3万円）の83．6％の水準と、男女間の差が小さい 。これは、国共  

済や地共済では、加入期間や1人当たり標準報酬月額の男女間の差が小さいためと  

考えられる。  ！
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第2章◆財政状況  

（本来支給、特別支給の平均年金月額）   

老齢・退年相当の平均年金パ額について、更に詳細な状況をみる。   

老齢・退職年金については、65歳が法律の木則r二の支給開始年齢とされ、経過的  

に、60歳以上二65歳末満には特別支給の老齢厚生（退職共済）隼金が支給されてい  

る。 平成6年の制度改正により、特別支給の定額部分の支給開始年齢が生年月＝に  

応じて引き1二げられたが、平成13年度以降、その対象者が年金を受給し始めている  

（用語解説の図3を参照）。こうした状況を見たのが図表2317である。   

今後の咋金の主要部分と考えられる新法における 65歳以上の本来支給分の平均  

年金ノj額（老齢某礎年金分を含む）は、平成18年度末で厚隼年金17．2方円、国共  

済22．0方円、地共済22．8万l】】、私学共済22．7万円となっており、老齢・退年相当  

全体のヾド均よりも高くなっている。   

65歳末摘までの新法特別支糸合分についてみると、62～64歳では、厚生年金が16．0  

～16．3万円、［圭卜共済が20．3～21．0ノノ円、地共済が21．1～21．7万「T】、私学共済が18．4  

～19．8万l1となっており、本来支給分（老齢基礎年金分を含む）より若干低い水準  

である。   

一方、60歳～61歳については、他の年齢に比べ、ド均年金ノj額が低くなっている。  

これは、平成13年度から定額部分の支給開始年齢が順次引き卜げられており、平成  

18年度I仁1に60歳に到達する者及び61歳に到達する男作（共済年金は男性と女性）、  

すなわち18年度末に60歳、61歳であるこれらの者について、定額部分のない報酬  

比例部分のみの年金となっていることによる。特に11そ成18年度には、厚生年金の女  

性の定額部分の支給閲始年齢が61歳に引きL二げられており（厚生年金の男性や共済  

年金の男性・女性に比べ5年遅れの引上げスケジュール）、その状況が図表2317  

にあらわれている。   

なお、これらの者については、定額部分の支給開始年齢（ともに63歳。ただし、  

18年度末に60歳の厚生年金の女什は61歳。）に到達した後は定額部分も含めた年  

金が支給されることとなる。  

（参考：平成18年度人に62歳、63歳、64歳の者（厚生年金は男性のみ）の定額部  

分の支給開始年齢は、それぞれ62歳、62歳、61歳であり、既に定額部分も含めた  

年金が支給されている。）  
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図表2－3－17 老齢・退年相当の平均年金月額（詳細版） 一平成18年度末  

（単位：円）  

男女合計  厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  127，147   174，100   187，034   169，826   

［基礎年金分を含む］  ［162，772］  ［207，965］  ［220，875］  ［206，467］  

60歳未満   
163683   134523  100903  

新  85，949   122，324   143，198   118，585  

基礎年金∠をAむ    122518  143249  118680  
別               61歳   106，271   127，351   147，424   121，345  

法   
62歳   159558   203438   210705   184070  

部  給  ［基礎年金分を含む］    203659］  ［210826］  184121  
63歳   162，983   209，867   216，446   196，679  

分  ［基礎年金分を含む］    ［210043］  ［216562］  上196737］  
分                 64歳   163，085   210，238   216，295   198，305  

旧法部分  
165，279   157，113   143，964   

男性  厚牛年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  150，179   178，793   196，189   189，928   
［基礎年金分を含む］  ［188，074］  ［213，634］  ［233，223］  ［228，877］  

60歳末満   

159759  176866  105681  
新  102，502   124，806   153，292   130，811  

別  

法   
62歳   183217   210159   224826   200161  

部  給  ［基礎年金∠＼を含む］  二、・  210380  224955］  ［200205  
188，030   217，190   231，724   217，299  

旧法部分  
167，883   186，526   156，090   

女性  厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  76，611   150，075   167，907   138，597   

［基礎年金分を含む］  ［107，257］  ［178，949］  ［195，075］  ［171，785］  
60歳未満   

79003   68352    103672  
新  43，490   105，758   122，854   95，118  

別  

法   

部  
63歳  

［基礎年金分を含む］   
分   

旧法部分  
101，588   123，951   135，286   

注1［］内は基礎年金額の推計値を加算した平均年金額である。なお、60～64歳については、定額部分の支給開始  
年齢引上げに伴い、老齢基礎年金の一部繰上げをしている者がいる。  

托2共済の「新法部分」は、みなし従前額保障を適用される者を除いた数値である。  

柱3共済の「l「】法部分」は、  

上段が、旧法適用かつ通年方式で算定されている者  
F段が、l日法適用かつ一般方式で算定されている者及びみなし従前額保こ障を適用される者  

についての数値である。  
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図表2－3－18 平均年金月額の推移  老齢・退年相当－   

○老齢基礎年金分を含む  

国民年金  

新は基礎叶企と  
＝法りこl上里半金  

私学共済  厚生年金  

円  
14，656  

45，851  

46，982  

48，828  

50，0／17  

50，918  

51，622  

52，233  

52，261  

52，514  
52，963  

53，202  

円  円  円  円  
171，478  」16，304  232，691   218，302  

171，793  コ16，147  232，008  218，014  

172，16日  コ15，7R1   231，810  217，599  

174，906   j19，176  234，638  220，922  

176，161   コ20，062  235，601   221，772  

175，865  219，605  234，931   221，31：i  

172，795  217，058  232∴う：i：i   216，ノ195  

171，892  」16，062  230，953  215，017  

169，658  213，447  227，775  212，121  

165，4∠16  コ09，288  223，064  207，096  

165，083  209，025  222，659  207，494  

162，772  コ07，965  220，875  206，467  

成
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1
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は 厚′上井金の平成8叶度以前は、旧三共済分は含むが、旧三共済に係る展  
礎隼金額は含主ない（〕また、平成1：う年度以前はl仁了農林隼金を含まない。   

○老齢基礎年金分を含まない  

私学共済  厚／巨年金   

「TJ  「J」  

221，687  202，671  

218，158   199，788  

2ト1，859   196，547  

215，515   196，978  

213，615  195，315  
210，629  192，790  

206，105  186，302  

202，839  183，529  

19R，661   180，122  

192，706  174，090  

L90，441   172，′474  

187，034  169，R26  

Flj  円  
155，8ト1   206，265  

153，53ノ1  20：う，721  

153，578  200，846  

15：i，523  201，212  

152，207  199，261  

l／柑，56－1   196，201  

1′14、58ノ1   191，367  

i42，017  18R，11ニう  

13軋8：i2  1日∠1，669  

13ニう、371   179，067  

1ニー1、132  176，827  

127，147  174，100  

0
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柱 悍彗二咋金の平成1：咋度以前はl什農林年金を含主ない。  
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（平均年金月額の推移）   

老齢基礎年金分を含む平均年金月額の推移をみると（図表2－3－18）、被用者年金  

では、平成18年度の対前年度増減率が、厚生年金1．4％減、国共済0．5％減、地共  

済0．8％減、私学共済0．5％減となり、厚生年金、国共済、地共済で7年連続の減少  

となったほか、17年度に増加していた私学共済も1年ぶりに減少傾向に戻った。平  

成18年度は、年金の物価スライドが0．3％の引下げであったことなどが背景にある。  

また、厚生年金は他制度に比べ減少幅が大きくなっているが、これは、平成18年度  

に厚生年金の女性の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げられ注、新たに60歳  

の女性の年金も報酬比例部分のみの年金となっていることが影響していると考えら  

れる。   

一方、国民年金の平均年金月額（新法老齢基礎年金と旧国民年金の老齢年金の平  

均）は増加を続けており、平成18年度は対前年度0．5％の増加で、53，202円となっ  

た。   

老齢基礎年金分を含まない平均年金月額でみると、被用者年金では平成8年度以  

降、平成10年度を除き、総じて減少を続けている。  

注 共済年金の女性については、既に男性と一緒に定額部分の支給開始年齢が引き上げられており、厚生  

年金の女性のみ、引上げスケジュールが5年遅れとなっている。  
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（平均加入期間 一各制度とも伸長、特に国民年金で大きな伸び－）   

次に、平均年金月額の動向に影響を与える平均加入期間の動向をみる（図表  

2－3－19）。   

平均加入期間は各制度とも年々伸長してきているが、特に国民年金は平成7年度  

以降でみて、平成7年度の241ケ月から平成18年度の329ケ月まで、年7～10ケ  

月の増加となっている。   

この間、被用者年金は、伸びの大きい厚生年金、私学共済でも、年2～4ケ月程  

度の伸びである。なお、国共済と地共済の加入期間の伸びは、厚生年金などに比べ  

て小さい。  
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図表2－3－19 平均加入期間の推移  一老齢・退年相当  

注 厚生年金のヤ成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

（平均年金月額の減少要因）   

被用者年金の平均年金月額は、平均加入期間が伸長するものの、最近では減少傾  

向を示していることになるが、その要因として次のことが考えられる。   

（丑給付乗率   

・給付乗率の小さい年金が咋々加わってくること  

※給付東率は、日銅口2年4月1日以前生麦れの1000分の7、308から昭和21年4月2日  
以後生まれの者の1000分の5．481まで、生年月日に応じて徐々に小さくなるように  

定められている、。   

②物価スライド   

・平成15、16、18年度の減少については、年金の物価スライドがそれぞれ0．9％、  

0．3％、0．3％の引下げであったこと   

・平成8、9、12～14、17年檀については、物価スライドによる年金改定がなく、  

平均年金月額の増加要因とならなかったこと  
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③定額部分の支給開始年齢の引上げ  

・平成13年度の減少に？いては、13年度中に60歳に到達する男性（共済年金は   

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が61   

歳に引き上げられており、13年度末ではそれらの者について定額部分のない報   

酬比例のみの年金となっていること  

※平成14、15年度については、当該年度中に60歳に到達する男性（共済年金は男性と  
女性）の定額部分の支給開始年齢がそれぞれ61歳、62歳となっているが、年度末に  

60歳の者（厚生年金は男性のみ）について定額部分のない年金になっているという状  

況は13年度と同じであり、平均年金月額の減少要因となっていない。   

・平成16年度の減少については、16年度中に61歳に到達する男性（共済年金は   

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が62   

歳に引き上げられており、16年度末ではそれらの者について定額部分のない報   

酬比例のみの年金となっていること（14、15年度の状況とは異なり、61歳の   

者（厚生年金は男性のみ）についても新たに定額部分のない年金になった。）  

※平成17年度及び共済年金各制度の18年度については、年度末に60歳、61歳の者（厚  
生年金は男性のみ）について定額部分のない年金になっているという状況は16年度  

と同じであり、平均年金月額の減少要因となっていない。   

・厚生年金の平成18年度の減少については、18年度中に60歳に到達する女性か   

ら、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げ   

られており、18年度末ではそれらの者について定額部分のない報酬比例のみの   

年金となっていること  
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4 財政指標の現状及び推移  

ここまで財政収支上の各項目について現状と推移をみてきたが、財政状況をより的   

確に把握するためには、各項目の動きを総合的に捉える必要がある。例えば、給付費   

の動きは、保険料収入や標準報酬総額の動きと併せてみることが必要であろう。   

年金数理部会では、従来より、制度の成熟度を表す年金扶養比率、総合費用率、独   

自給付費用率、収支状況を表す収支比率、積立状況を表す積立比率の5つの財政指標   

を作成し、財政状況把握の一助としているところである。また、平成14年度から、年   

金扶養比率を補完する指標として、年金種別費用率を作成している。  

（1）財政指標の定義及び意味   

○年金扶養比率   

年金扶養比率は、「被保険者数」の「老齢・退年相当の老齢・退職年金受給権者数」   

に対する比であり、1人の老齢・退年相当の受給権者を何人の被保険者で支えてい   

るかを表す指標である。  

年度末被保険者数  年金扶養比率＝   

年度末老齢・退職年金受給権者数（老齢・退年相当）   

年金扶養比率が高いということは、1人の老齢・退年相当の受給権者を支える被  

保険者数が多いことを意味すろ。   

Ⅶ・般に、年金扶養比率は、年金制度の発足後しばらくは高く、やがて次第に低く  

なってくるという経過を辿る＝）最初のうちは、加入期間が長くて老齢・退年相当の  

扱いを受ける受給権者が被保l倹者に比べて少ないが、やがて時間が経つに連れ、加  

入期間の良い受給権者が相対的に増えてくる（溜まってくる）からである。この現  

象を年金制度の成熟化というが、年金扶養比率は、制度の成熟状況を人数ベースで  

表すものである。   

また、賦課方式の考え方をとる年金制度にあっては、一般に、年金扶養比率が低  

いことは被保険者の負担が大きいことを、年金扶養比率が高いことは被保険者の負  

担が小さいことを意味する。  
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○総合責用率   

総合費用率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である「実  

質的な支出一国庫・公経済負担」を、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指  

標である。  

実質的な支出一国庫・公経済負担  総合費用率＝   ×100   
標準報酬総額  

ここで、実質的な支出とは、給付費、基礎年金拠出金などの支出項目の合計から、  

給付費の一部に充てられる基礎年金交付金、追加費用などの収入項目を控除して得  

られる額である注。「実質的な支出一国庫・公経済負担」は、保険料・積立金・運用  

収入で賄う必要のある支出額、言い換えると、制度が自前で財源を用意しなくては  

ならない支出額である。  

注 具体的な算式は用語解説「実質的な支出」の項を参照のこと。   
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総合費用率は、自前で財源を用意しなければならない費用の水準を標準報酬総額  

に対する比で捉えたもので、年金財政を把握する上で基本的なものである。   

また、総合費用率は、年金扶養比率の被保険者数を被保険者の標準報酬総額に、  

受給権者数を「実質的な支出一国庫・公経済負担」に置き換えたものとみれば、制  

度の成熟状況を金額ベースで表したものと言える（ただし年金扶養比率とは逆に、  

制度の成熟と共に上昇する。）。   

さらに総合費用率は、完全な貝武課方式（積立金及びその運用収入がない）で財政  

運営を行う場合の保険料率に相当する。この意味で、総合費用率のことを純賦課保  

険料率ということもある。総合費用率と保険料率を比較すると、一般に、総合費用  

率が保険料率より低い場合には、保険料で当年度の費用を賄えていることを示して  

いる。一方、 高い場合には、保険料を全て充てても不足する分について運用収入を  

充て、さらに不足する分がある場合には、積立金の取崩し等、他の方法も用いて賄  

っていることを示している。   

なお、平成15年度より、保険料の賦課が「標準報酬月額ベース」から「総報酬ベ  

ース」に変更されている。このため、本稿では、特に断らない限り、平成14年度ま  

では「標準報酬月額ベース」、平成15年度以降は「総報酬ベース」とした（独自給  

付費用率、基礎年金費用率、年金種別費用率も同様）。また、自営業者等を対象とす  

る国民年金については、報酬概念がないことから総合費用率は作成されない。  
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○独自給付費用率、基礎年金費用率   

総合費用率の計算式における分子「実質的な支出【国庫・公経済負担」を、基礎  

年金以外に関する支出（以下、独自給付に関する支出という）と基礎年金に関する  

支出に分けて考えてみる。  

独自給付に関する支出＝実質的な支出一国庫・公経済負担  

一基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）71   

基礎年金に関する支出＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）往  

注 基礎年金拠＝企（国庫・公経済負担分除く）としているのは、同庫・公経済負担の中に基礎年金拠出   

動こ係る同座・公経滴惧≠分が含まれているか「〕である 

これらを、標準報酬総額に対する白▲分比として捉えた指標を、それぞれ独自給付  

費用率、基礎年金費川率という。  

実質的な支什一国庫・公経済負担一基礎年金拠帖金  

独白給付費用率＝  
標準報酬総額  

基礎年金拠川金（同庫・公経済負担分除く）  
基礎年金費用率＝  ×100   

標準報酬総額  

これらは、自前で川音しなければならない費用のうち、独自給付にかかる費用、  

基礎年金にかかる費川を、標準報酬総額に対する比で捉えたものである。  

なお、定義より  

総合費川率＝独甘給付費用率＋基礎年金費用率  

が成り立っ。  

○収支比率   

収支比率は、支出額のうちFJ前で財源を用意しなければならない分である「実質  

的な支出一国庫・公経済負担」を「保険料収入＋運用収入」に対する百分比で捉え  

た指標である。〕  

実質的な支出¶国庫・公経済負担  収支比率＝   ×100   
保険料収入＋運用収入  
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第2章◆財政状況   

収支比率が100％以下なら、自前で財源を用意しなければならない分を保険料収  

入と運用収入で賄えているが、100％を超えると、積立金の取崩し等、他の方法が必  

要な状況にある。  

○積立比率   

積立比率は、積立金が、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分の  

何年分に相当するかを表す指標であり、前年度末積立金の当該年度の「実質的な支  

出一国庫・公経済負担」に対する比である。  

前年度末積立金  積立比率＝   
実質的な支出一国庫・公経済負担   

なお、積立比率に似た概念として、積立度合がある。積立度合は、前年度末に保  

有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額（＝実質  

的な支出＋追加費用）の何年分に相当しているかを表す指標であり、前年度末に保  

有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経  

済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す積立比率とは異なる。  

前年度末積立金  
積立度合＝   

実質的な支出＋追加費用  

（積立比率の分子）  

（積立比率の分母）＋国庫・公経済負担＋追加費用   

積立比率は、積立金の水準を負担面から見る指標であるのに対し、積立度合は、  

積立金の水準を給付面から見る指標であると言える。本稿では、財政状況をみると  

いう観点から、「法律によって手当てされることが定められている国庫・公経済負担  

や追加費用の影響を除き、その制度が自前で財源を調達している費用と比べて、ど  

の程度積立金をもっているか」を示す積立比率で分析を行っている。  
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